
 

公益財団法人埼玉県産業振興公社 

 新都心ビジネス交流プラザ１階利活用（シェアキッチン）に係る建物賃貸借契約 

公募型プロポーザル実施要綱 
 

 

１ 事業名 

公益財団法人埼玉県産業振興公社 新都心ビジネス交流プラザ１階利活用（シェアキッチン）

に係る建物賃貸借 

 

２ 事業内容 

  別添「仕様書」のとおり 

 

３ 事業期間 

契約締結日から令和１９年３月３１日（火）まで 

※ なお、県との調整を踏まえ、当公社と運営事業者との契約は下記のとおり分割して締結

する予定である。 

① 契約締結日～令和９年３月３１日（水）【年度契約】 

② 令和９年４月１日（木）～令和１９年３月３１日（火）【長期継続契約】 

 

４ 事業実施場所 

  〒338-0001 さいたま市中央区上落合 2－3－2 

  新都心ビジネス交流プラザ（１階） 

 

５  事業者が公社に支払う賃料と負担金の合算の下限額（消費税及び地方消費税を含む） 

年額 ３，１９２，０００円 （月額 ２６６，０００円） 

※ この金額は契約締結に係る下限額であり、予定価格については別途算定する。 

※ また、シェアキッチンの運営に係るその他の経費（下記）については、事業者は施設管

理者等に対して、毎月、直接支払うものとする（下記の金額は、事務所として利用した

場合をベースとした「参考金額」であり、月々の使用状況等によって変動する）。 

● 管理費（共益費）            月額 54,000円 

● 温冷熱費（空調）            月額 70,000円 

● 変動管理費（共用部電気・水道料金）   月額  8,000円 

● 対象区域の上下水道料金及び電気料金   月額 15,000円 

● 廃棄物処理費用             月額  7,000円 

 

６ 参加資格の要件 

（１）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４に規定する者でないこと。 

（２）埼玉県財務規則（昭和 39年埼玉県規則第 18号。以下「財務規則」という。）第 91条の規

定により、埼玉県の一般競争入札に参加させないこととされた者ではないこと。 

（３）埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成 21年３月 31日付け入審第 513号）に

基づく入札参加停止措置を受けていない者であること。 

（４）埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成 21年４月１日付け入審第 97号）に基づく入

札参加除外措置を受けている者でないこと。 

（５）民事再生法（平成 11年法律第 225号）による再生手続開始の申立て、会社更生法（平成 14

年法律第 154号）の規定による更生手続開始の申立て又は破産法（平成 16年法律第 75号）の

規定による破産手続開始の申立てが行われている者でないこと。 

※ なお、本プロポーザルにより契約候補者となった者で、契約締結までに上記要件を欠く

こととなった者については、候補者の資格を失うものとする。 

 

 



 

７ スケジュール 

  令和８年 ７月２２日（水）    公募開始 

令和８年 ７月２７日（月）１７時 現地見学申込期限 

令和８年 ７月２８日（火）    現地見学（以降、適宜対応）  

令和８年 ８月 ４日（火）１２時 質問受付期限 

令和８年 ８月 ６日（木）    質問回答（メール） 

令和８年 ９月 １日（火）１７時 企画提案書等提出期限 

令和８年 ９月 ３日（木）    プロポーザル審査（オンライン） 

令和８年 ９月 ７日（月）    選考結果通知 

令和８年１０月 １日（木）    契約締結（予定） 

 

８ 質問の受付及び回答 

（１）受付期間 

令和８年７月２２日（水）から８月４日（火）１２時まで 

（２）質問方法  

下記のメールアドレスあてに質問書（様式０）に内容を簡潔に記載し、電子メールで送付す

ること。 

    電子メールアドレス「kitchen@saitama-j.or.jp」（電話・ＦＡＸ不可） 

（３）回答 

期限までに受け付けた質問について、法人名等を伏せた上で、令和８年８月６日（木）に一

斉メールにて回答する。 

 

９ 現地見学 

現地見学を希望する事業者は、令和８年７月２７日（月）１７時までに、下記のメールアドレ

スあて、見学希望の旨を電子メールで連絡すること。 

当日は１０時までに、新都心ビジネス交流プラザ１階ロビーに集合すること（所要時間は２時

間程度を予定）。 

なお、この日以降に見学を希望する場合も下記メールアドレスあてに電子メールで連絡するこ

と。この場合、日時は別途調整の上、希望者に対してメールで連絡する。 

電子メールアドレス「kitchen@saitama-j.or.jp」（電話・ＦＡＸ不可） 

 

10 企画提案書等の提出 

  企画提案に当たっては、以下の書類を提出すること 

（１）公益財団法人埼玉県産業振興公社 新都心ビジネス交流プラザ１階利活用（シェアキッチン）

に係る建物賃貸借契約 公募型プロポーザル参加申込書（様式１） 

（２）会社概要（様式２） ※ 定款及び決算書類を含む。 

（３）見積書（様式３） 

（４）企画提案書 

   企画提案書は「11 企画提案書の作成について」及び別添仕様書に基づいて、Ａ４版・片面

で作成すること。様式自由。 

（５）欠格に該当しない旨の誓約書（様式４） 

 

11 企画提案書の作成について 

（１）本事業の趣旨 

本事業は、新都心ビジネス交流プラザにシェアキッチンを誘致し、公益財団法人埼玉県産業

振興公社が運営する「創業支援センター」との連携により創業支援の強化を図るとともに、公

社の各種相談窓口等への来訪者が気軽に立ち寄り、交流することのできる場を創出することで、

新たなビジネス機会やコミュニティ形成を促進することを目的とする。 

この目的を達成するため、公社は、県が施設所有者から賃借する同プラザ１階の一部を借り

上げ、シェアキッチン運営事業者に賃貸する。 

なお、シェアキッチンとは、厨房設備を複数の利用者が交代制で利用する施設を指し、本事
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業ではこれに付随して設ける物販・展示スペースも含むものとする。 

（２）企画提案書の内容 

仕様書に掲げる「６ 公社及び事業者の役割分担」及び「７ 事業者が実施する業務の内容」

を踏まえた上で、下記①～⑧の各項目の具体的な企画（案）を記載すること。 

① シェアキッチンのコンセプト 

② レイアウト・店内イメージ（カラー印刷のこと） 

③ 整備スケジュール 

④ 営業イメージ（営業日・時間、利用者管理の内容、想定されるキッチン利用者 等） 

⑤ 他のシェアキッチンの運営実績 

⑥ 収支計画 

⑦ 連絡体制（人員配置／管理責任者／緊急時対応体制） 

⑧ 提案事項（主に下記２点を提案すること） 

● 創業支援センターとの連携 

【例】創業支援センター利用者向け料金プラン／創業支援センターとの情報共有

体制の構築／創業者向けセミナーや相談会の実施 

● 渋沢ＭＩＸとの連携 

【例】相互ＰＲによる誘客促進／渋沢ＭＩＸ会員企業の製品展示・試食・試飲等 

（３）連携・協力先 

本業務を実施するために連携・協力が可能な企業・団体等があれば、その名称及び連携内容

を企画提案書に記載すること。 

（４）その他 

   必要な事項があれば企画提案書に記載すること。 

 

12 企画提案書等の提出部数及び提出方法 

（１）提出方法 

電子メール添付、持参、郵送の中から選択すること。 

郵送の場合は必ず書留とすること。 

（２）提出部数 

持参又は郵送の場合は、５部（正本１部、副本４部）作成し提出すること。 

（３）提出期限 

令和８年９月１日（火） １７時必着 

（４）その他 

ア 提出書類は一切返却しないものとする。 

イ 企画提案書等の作成に係る経費は、参加者の負担とする。 

ウ 本実施要綱に違反した場合や提出書類に虚偽の内容を記載した場合は参加を無効とする。 

 

13 契約候補者の選定について 

（１）選定方法 

   提出された企画提案書等を基に、別に設ける「運営事業者選定委員会」において、下記の審

査項目について評価する。評価に当たっては参加者によるプレゼンテーション審査を実施し、

その結果を踏まえ評価する（審査の詳細は企画提案書の提出者あて別途通知する）。 

（２）審査項目 

   審査項目は概ね以下のとおり。 

ア 事業の理解力 

(ア) 仕様書の内容を的確に理解しているか。 

イ 事業の企画力 

(ア) シェアキッチンは魅力的なレイアウトや装飾を提案しているか。 

(イ) 無理のない整備スケジュールを提示しているか。 

(ウ) 営業のイメージは明確かつ実現可能か。 

(エ) 収支計画は妥当か。 

 



 

ウ 事業の遂行能力 

(ア) 責任の所在が明確で、非常時等の連絡体制が構築されているか。 

(イ) 他のシェアキッチン運営の実績があるか。 

エ 費用の合理性 

(ア) 賃料と負担金の合算額について、公社の提示する金額以上を提示しており、金額は妥当

と言えるか。 

オ 提案事項とその効果 

(ア) 提案内容が効果的かつ魅力的なものとなっているか。 

（３）審査結果 

   文書で通知する（電子メール）。 

 

14 契約の相手方の決定方法 

  公社は、契約候補者（審査の結果、評価が最も高かった参加者）と必要な協議を行い、協議が

整った場合は契約候補者から改めて見積書を徴取し、見積書を精査の上、随意契約による賃貸借

契約を締結する。 

なお、契約候補者と協議が整わない場合は、評価が２番目に高かった者と改めて協議を行う。 

 

15 留保 

本事業は、現在、県が施設管理者から賃借している、新都心ビジネス交流プラザ１階の一部 

（１１５㎡）について、公社が新たに県から賃借することを前提としている。 

このため、事情変更等により、新都心ビジネス交流プラザ１階の一部（１１５㎡）に係る県と

公社との賃貸借契約が、公社と運営事業者との契約締結までに成立しなかった場合には、本プロ

ポーザルは無効とする。 

 

16 問合せ先・企画提案書等の提出先 

   公益財団法人埼玉県産業振興公社 総務企画部 総務経理グループ 村岡 

住 所：〒330-8669 埼玉県さいたま市大宮区桜木町１－７－５ 

ソニックシティビル１０階 

電 話：０４８－６４７－４１０１ 

ＦＡＸ：０４８－６４５－３２８６ 

メール： kitchen@saitama-j.or.jp 

kitchen@saitama-j.or.jp

